事例発表２「外国人集住都市における幼児期の言語環境と支援の課題」

築樋博子（豊橋市教育委員会）
1. 増加する小学校1年生

豊橋市は愛知県東部の中核市で、現在市内の公立小中学校74校中56校に、818人の外国人児童生徒が在籍している（H17年4月7日現在）。そのうち約9割が日系ブラジル人子弟である。市内の小中学校には、日本語適応指導教室設置校（県教委からの日本語指導教員の配置がある学校）が、小学校10校、中学校4校ある。在籍数が100人を超える集中校がある一方で、在籍数が10人未満で、日本語指導教員の配置がない学校も約40校ある。
外国人児童生徒の保護者の大部分は、人材派遣会社から主に単純労働の仕事に派遣されており、そこでは若い労働力が求められている。そうした理由で、若年夫婦が多く、就学未満の年齢の子どもが増加している。H17年度には、123人の外国人児童が小学校1年生に入学した。
　
2. 就学前の保育環境

外国人児童の就学前の状況は、日本の保育所、幼稚園、ブラジル人経営の託児所（5～100人規模）、アパートでの個人の託児、自宅で過ごす等、様々である。
市内には、送迎バスを持って広範囲に子どもを集めているブラジル人経営の託児所が10カ所ほどある。託児所は、長時間労働の保護者の利便性が優先されており、朝6時半頃から、夜8時頃まで子どもを預かっている。子どもたちの中には、早朝6時半、まだ目覚める前に送迎バスに乗せられ託児所に行き、終日を過ごし、夕食を食べ、夜の8時頃再びバスで帰宅する、という1日を過ごす者もおり、平日保護者と過ごす時間は非常に少ない。託児所の中で使われている言葉はポルトガル語で、日本で生まれ育つ子どもが増えているが、就学前は日本の中の「ブラジルの環境」で過ごしているのである。
市内の託児所の中には、市に「無認可保育」の申請を提出し、監査を受けているところもあるが、多くは「無認可」の申請もしていないため、その存在すら行政には認知されていない。託児所の多くは、子どもが集まることを想定せず建築された施設（一般住宅や倉庫など）を転用しているため、災害時の避難経路が確保されていないなど安全面に課題がある。託児に関わっている人たちは、子どもを大切に思い、強い使命感があるが、日本人有資格者が託児に関わっているところは皆無で、本国の保育の有資格者が採用されているところも少なく、子どもに対して大人の人数も少ない。1日のカリキュラムや、年間カリキュラムについては「ある」と答えるが、明記したものが提示できる託児所は少ない。日本の幼稚園や保育所のような個人用の椅子や机、絵本や屋外の遊具などが整っている所も少ない。机や椅子がない広間で、ポルトガル語のビデオを見て過ごすことが多いようである（表参照）。
	市内ブラジル人託児所
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	Ｇ
	Ｈ

	1日のカリキュラム
	○
	○
	×
	○
	○
	×
	×
	×

	有資格の保育者
	○
	○
	×
	×
	×
	×
	×
	×

	絵本
	△
	△
	×
	×
	×
	×
	×
	×

	個人の机・椅子
	○
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	×

	屋外の遊び場
	△
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	×


また、本国と日本を短期間に行き来するケースもあり、1年ほど帰国し再入国後日本の保育所に入ったり、日本の保育所からブラジル人託児所へ移動したり、その逆であったりと、幼児期の言語環境が短いサイクルで変わることがある。
こうしたことから、幼児期に、母語の力が十分に育っているとは言い難いと感じることがある。

3. 1年生を対象とする語彙調査

豊橋市内の小学校では、外国人1年生を対象とした語彙調査を行っている。これは、日本の学校でよく使われる基本的な語彙100語を選び、絵カードを作り、1（児童）対2（質問者と記録者）で、20分程度の面接調査を行うものである。
新1年生は、就学前の「就学時健康診断」において、学校保健法に基づいて「発達検査（TK式就学児用発達検査）」を行っている。これは、普通学級における就学の可能性を集団で診断する検査であるが、日本語が理解できない、或いは日本語の力が弱い外国人の子どもには適さない。
検査例：四角の中を見ましょう。（四角の中には、ライオン、蝶、リンゴ、ラッパ、鶏の絵）。この絵の中で、一番始めに「ラ」のつくものはどれでしょう？
また、毎年1学期のスタート時に、「日本語指導の必要な児童生徒」を決める必要があるが、日本語指導教員の加配がない学校では、日本語指導の経験がない学級担任が、4月の多忙な時期に子どもの様子を見て決めていた。そのような場合、1学期は日常会話が少し分かるだけで日本語指導の対象外になり、2学期以降「日本語が分かっていなかった」との理由で指導対象となることがあった。
こうした点から、子どもの様子を個別に観察しながら、日本語指導の必要性を調べるために、語彙調査を行うことにし、H16年度は65人、H17年度は108人の1年生の調査を行った。しかし、この調査は「日本語指導の必要性の有無」を調べるためのものであって、子どもの持つ言葉の力（母語・日本語）の本質を調べるものではない。
学校現場の現状として、「母語の力が日本の学校でどんな意味があるか理解されにくい」「母語の力を調べるテストが普遍的になっていない」「母語調査をする人材が確保できない」「調査のための時間が確保できない」等、母語調査を行う土壌がまだ出来てはいないため、多くの1年生の母語の力を調べることは難しい。
この調査の結果、小学校入学時における日本語の語彙調査の正解率の平均は、「就学前、日本の保育所、幼稚園にいた児童（85名）の場合82．2％」 「ブラジル人託児所にいた児童（14名）の場合18．8％」と大きな差が見られる。
また、課題が感じられる児童2名に関して、日本語とポルトガル語で調査を行った。ポルトガル語調査は、日本語調査と1週間の間隔をおいて、ポルトガル語母語話者がポルトガル語で行った。
この結果、日本の保育所にはほとんど通園せず自宅で過ごしていた児童A（在留年6年）の場合、日本語「正解率38％」、ポルトガル語「正解率84％」であった。「テープ、帽子、せみ、たこ、三角」等、保育所でしばしば使われる言葉は、日本語では答えることができたが、ポルトガル語での調査の場合も、日本語で「テープ、せみ、たこ、三角」と答え、ポルトガル語で答えることが出来なかった。
就学前はブラジル人託児所で過ごしていた児童B（在留年1年）の場合、日本語「正解率０％」、ポルトガル語「正解率77％」であった。ポルトガル語の誤りを見ると、「長い→大きい、高い→大きい、すいか→ぶどう、６→３、７→５」「まる、赤、顔が答えられない」など言葉の未分化や未発達の状況が見られる。

4. 母語と日本語が混乱している児童、母語も日本語も十分な力がない児童の存在

　1学期間指導しても、平仮名清音が覚えられないなど、学習面での課題が見られる。
また、「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」の『質問事項』（2002年2月から3月にかけて実施）の「学習面か行動面で著しい困難を示す」に合致する児童も少なからずいる（添付資料②参照）。
しかし、児童の学習や行動に現れている課題の要因が何にあるのか、判断するのは難しい。
5. 2言語の力が不足している子どもの教育環境の課題

＜教育行政システムの課題＞
新しい分野の仕事であるため、教育行政の中に「外国人児童生徒のための言語教育の専門家」がいる市町村は少ない。また、文部科学省の調査の「日本語指導が必要な児童生徒」とはどのような日本語の力を持つ児童生徒なのかという基準が定まっておらず、全てが学校現場の個々の状況に応じた判断にゆだねられている。こうしたことから2つの言語が弱い児童の場合でも、簡単な日本語会話が出来れば日本語指導の対象外となることもある。
＜教育相談機関の課題＞
外国人児童の場合、課題があっても専門家に相談するケースは少なく、対応が遅れがちである。小学校1年で、学習面や行動面で困難を感じても、それが日本語が理解できないためか、母語の力が弱いためか、学習障害等のためなのか、判断が難しい。そのため、専門機関に相談するまでに２～３年かかることがある。専門家の相談や検査を受ける場合においても、日本人を対象とした「田中ビネー知能検査」が使われることが多く、文化的な背景の違いや2言語環境にあるということが配慮されにくい。
さらに、日本語が十分でない児童や保護者の相談に、母語話者の相談員（豊橋市教委の嘱託）が通訳として参加するが、通訳者の専門性を高める研修については手探りの状況である。豊橋市の場合、13名の嘱託の相談員が採用されており、そのうちの7名はポルトガル語が母語の相談員であり、翻訳や通訳、教育相談、日本語指導の補助等を業務として行っている。相談員は年間を通じて様々な研修を行っており、その中には「障害者教育に関する研修」や「臨床心理士との事例研究会」もある。しかし、専門的な知識が求められる教育相談についての研修はきわめて難しい。
（財）自治体国際化協会がH15年に『専門通訳（医療・教育）ボランティア研修プログラム』を作成したが、この中にも専門性が高いメンタル面での医療相談については詳細はない。多くの自治体では、こうした通訳者に対する研修は行われていないのが現状である。
＜学校現場の課題＞
外国人住民の集住都市であっても、多くの学級担任にとって外国人の子どもを担当することは、まれなことなので、具体的にどう支援すべきなのか分からない。特に、学習面や行動面に課題がある児童の場合は、課題の本質が理解されにくい。
＜保護者の課題＞
　　　　　　　特に母語に関わるところでは、保護者の役割は非常に重要だが、多くの保護者は不安定な雇用の中で時間的にも精神的にも余裕がなく、子どもの課題に対し保護者の積極的な参画を促すことが難しい。さらには、保護者の日本語理解力が課題となり、担任との信頼関係を築くことや、情報を共有化することも難しい。

外国人の子どもの小学校就学前の状況について、問題意識を持って関わる機関が現状では少ない。


①外国人の子どもの幼児期の言語環境と、小学校入学後の学習理解との相関関係についての先行研究を知りたい。特に、日本における調査があればご教示下さい。


②2言語環境で育つ子どもの幼児期に保護者や保育者が注意すべき点は、何でしょうか？





2言語環境にいる子どもの「2つの言葉の力」を知ること（実態把握）が難しい。


③特別な訓練を受けた者でなくても学校現場で実施できる、有効な方法がありますか？　あれば、具体的な方法をご教示下さい。





④2言語の力が不足している外国人の子どもへの、具体的な支援策（ガイドライン）は


あるのでしょうか？


⑤教育行政、教育相談機関、学級担任、保護者等、2言語環境で育つ子どもを取り巻く様々な立場の大人達が共通の認識が出来るようなガイドラインが必要。
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